
　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （内閣官房）

計 13,336

費　目 26年度当初予算 27年度要求

社会保障・税番号情報通信システ
ム開発経費

13,336

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

―

26年度見込24年度

単位当たり
コスト

単位 23年度 24年度

情報提供ネットワークシステムによる特定個人情報の提
供数、情報提供等記録開示システムの利用件数等とし、
運用開始後の平成29年１月以降において活動実績を算
出する。

目標値
（28年度）

平成29年1月より、国の機関間における情報提供を開始
し、同年7月より地方公共団体を含めたその他の団体間
の情報提供を開始する予定であり、運用開始後は情報提
供業務、情報提供等記録管理業務及び情報提供等監視
監督業務の主要３業務については稼働率99.99％（実稼働
時間／予定稼働時間）を目標に安定した運用に努める。
（なお、主要３業務以外については99.9％とする。）

成果実績

達成度

成果指標

目標値

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

執行額

単位 23年度 24年度 25年度

- 192 104

執行率（％） - 29.7% 3.0%

翌年度へ繰越し - 53

- 647 3,422 14,965

13,336

補正予算 -

予備費等 - - - -

▲ 1,365 - -

計

27年度要求23年度 24年度 25年度

予算
の状
況

当初予算 - 2,065 1,740

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

社会保障・税番号制度の導入に際しては、各分野における利便性やサービスの質の向上、行政事務の効率化を図るためには、情報システムの利活用が不
可欠であることから、以下のシステムの構築を行う。（システムの機能等については別添資料を参照）
・情報提供ネットワークシステム等　情報照会者及び情報提供者を接続し、情報提供に関する符号変換、提供許可を行うシステム。また、自己情報コント
ロール権の確保のため情報提供等記録の保管を行う。（特定個人情報保護委員会において情報提供ネットワークシステムを介する情報提供に係る監視監
督を行う機能を含む）
・情報保護評価書受付システム等　委員会設立に伴うＬＡＮ、ホームページ等設置費用
・情報提供等記録開示システム　自己の情報提供等記録や自己情報を確認する機能等の提供を行うシステム

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律　第21条

関係する計画、
通知等

「経済財政運営と改革の基本方針について」（平成25年６月１４日閣議決定）
「日本再興戦略」（平成25年６月１４日閣議決定）
「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成25年６月１４日閣議決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

社会保障・税番号制度は、より公平な社会保障制度の基盤となるものであるとともに、情報化社会のインフラとして国民の利便性の向上に資するものであ
る。社会保障・税番号制度を導入することにより、社会保障分野･税分野のそれぞれにおいて、番号を用いて各種資料情報等の名寄せやマッチングがより
正確かつ効率的に行われ、かつ、相互に連携できるようになることから、社会保障分野･税分野全体を通じて、より正確な所得把握が可能となることでより細
やかな社会保障を実現し、かつ、ＩＴによる更なる行政の効率化と国民の利便性の向上を目指す。

平成２４年度・終了（予定）なし 担当課室 社会保障改革担当室 内閣参事官　金﨑 健太郎

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 －

事業番号 ００１３

社会保障・税番号情報通信システム開発経費 担当部局庁 内閣官房副長官補 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

主な増減理由

　　/

単位当たりのコストは、経費に対する活動実績により算出
するため、平成29年1月以降の連携開始後に算出する。

▲ 1,629 -

単位当たり
コスト

算出根拠

前年度から繰越し - - 53

単位

％

25年度

計算式

1,629

25年度 26年度活動見込

99.99%

23年度

活動実績

当初見込み



事業番号００１３

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

評　価項　　目

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成23年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業となっ
ているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

行政事業レビュー推進チームの所見

点
検
・
改
善
結
果

新２４－０００３ ００１５平成25年平成24年

事業者の選定にあたっては、総合評価方式による一般競
争入札を行っており、公平・公正な選定を行っている。
支出の合理性については、調査研究の対象範囲が複雑
かつ広範囲の調査であったことから、複数の事業者に再
委託することは想定の範囲内であり、その支出額につい
ても妥当である。
また、一般競争入札による価格競争により、契約額が抑
えられたことにより、不用率が大きくなっている。

重
複
排
除

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

システムの整備に向けての調達に当たって、先行で実施
した調査研究の結果を踏まえ、十分な検討を経て仕様を
決定するなど、各事業の整合性を保つとともに効果的な
事業の進捗を行っている。

○

○

○

－

－

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－

点検結果

番号制度推進管理補佐官及び内閣官房ＣＩＯ補佐官の助言をいただきながら、公平・公正かつ透明性の高い調達により効率的な予算執行がで
きた。
また、平成24年度から平成25年度に実施した調査研究、調達支援業務における検討により、情報提供ネットワークシステム等及び情報提供等
記録開示システムの構築に関する課題の整理を実施することにより、システムに関する調達仕様書の策定を行うことができた。

○

○

備考

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

外部有識者の所見

評価に関する説明

情報提供ネットワークシステム及びマイ・ポータルシステ
ムに関する調査は、連携する地方公共団体等の事務の
効率化及び利用する国民等の利便性の向上に資するも
のであり、システムを構築する内閣官房として、必要な課
題の抽出・検討を行い、国民の信頼に応えた施策を講ず
る必要がある。

○

○

改善の
方向性

点検結果を踏まえ、引き続き効率的な調達による予算執行に努める。



事業番号００１３

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

内閣官房
５０百万円

情報提供ネットワークシステ
ム等の安定稼働に資する
要件に関する調査研究

【総合評価落札方式】

Ａ．㈱大和総研ビジネス・

イノベーション

５０百万円

情報提供ネットワークシス
テム等に係る情報セキュリ
ティ対策や業務継続等に係
る検討など、安定稼働に資
する要件に関する検討を実

施

【再委託】

Ｂ．民間会社

他 １社

８百万円

情報セキュリティに対策に
係る検討、安定稼働の実
現のために必要な事項の
包括的検討並びに当該検
討に係る報告書の作成業

務を実施

内閣官房

４６百万円

特定個人情報保護委員会
のシステム関係を整備

【企画競争】

Ｆ．富士通㈱
２６百万円

メールドメイン追加に伴う
内閣府LAN（共通システム）

改修業務

【随意契約】

Ｇ．㈱インターネット
イニシアティブ

２百万円

メールドメイン追加に伴う
内閣府LAN用IDC機器システ

ムの設定変更・改修業務

内閣官房
８百万円

情報提供ネットワークシス
テム等に係る調達手続支
援業務及び機器諸元等の

見積り業務

【総合評価落札方式】

C．沖電気工業㈱
３百万円

情報提供ネットワークシス
テム等及び情報提供等記
録開示システムの設計・開
発等に係る調達手続等支

援業務を実施

【随意契約】

Ｄ．沖電気工業㈱
５百万円

情報提供ネットワークシス

テム等及び情報提供等記

録開示システムの稼動に要

する機器諸元等の見積り業

務を実施

【総合評価落札方式】

Ｅ．デロイトトーマツ
コンサルティング㈱

１８百万円

社会保障・税番号制度に係
る情報保護評価書受付機
能等のためのアプリケー

ション等の調達仕様書作成
等支援業務



事業番号００１３

計 5 計 0

人件費 機器諸元の見積り業務に係る人件費 5

Ｄ.　沖電気工業㈱ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 2

人件費 調達手続等支援業務に係る人件費 3 人件費等 システム設定変更・改修業務に係る人件費 2

C.　沖電気工業㈱ Ｇ.　㈱インターネットイニシアティブ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5 計 26

情報セキュリティ対策に係る検討、安定稼働
の実現のために必要な事項の包括的検討及
び当該テーマに係る報告書の作成

人件費 5
人件費等 システム改修業務に係る人件費 26

F.　富士通㈱

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 50 計 18

再委託費
ＮＴＴコミュニケーションズ㈱他１社

8

事務費
研究会運営費、通常交通費、ヒアリング及び
印刷費用

1

人件費
情報提供ネットワークシステム等の安定稼働に資
する要件に関する調査研究に係る人件費

41 人件費等 調達手続等支援業務に係る人件費 18

A.　㈱大和総研ビジネス・イノベーション Ｅ.　デロイトトーマツコンサルティング㈱

使　途
金　額

(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す

る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

B.　ＮＴＴコミュニケーションズ㈱



事業番号００１３

支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

-

9

落札率

10

-

8

7

6

5

4

3

2

1
㈱大和総研ビジネス・イノベーショ
ン

情報セキュリティ対策や業務継続等に係る検討など、安定稼働に資する要件に関す
る検討

50 2 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 ＮＴＴコミュニケーションズ㈱

5

3

4

2
ＤＩＲインフォメーションシステムズ
㈱

情報提供ネットワークシステム等に係る情報セキュリティ対策や業務継続等に係る
検討など、安定稼働に資する要件に関する検討を実施

随意契約・再委託

情報提供ネットワークシステム等に係る情報セキュリティ対策や業務継続等に係る
検討など、安定稼働に資する要件に関する検討を実施

5 随意契約・再委託

入札者数

10

9

7

6

8

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

沖電気工業㈱

調達手続等支援業務に係る人件費 3 3 14.1沖電気工業㈱

2

3

4

5

6

7

8

9

落札率

10

1 機器諸元の見積り業務に係る人件費 5 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2

3

4

5

6

7

8

9

10



事業番号００１３

E.

F.

G.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
デロイトトーマツコンサルティング
㈱

調達手続等支援業務に係る人件費 18 2 99.7

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 富士通㈱ システム改修業務に係る人件費 26 1 -

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ㈱インターネットイニシアティブ システム設定変更・改修業務に係る人件費 2 随意契約 -

2

3

4

5

6

7

8

9

10


